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要約

　本研究は、児童の権利に関する条約、国連国際家族年の原則・目的を踏まえた子どもの権

利を保障する児童家庭サービスのあり方について考察し、提言し漏具体的には、①国際家

族年と児童家庭施策の動向、②児童の権利に関する条約と子どもの権利保障のあり方・③児

童と家族に対する公的支援システムの課題等について論じた。
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1，国際家族年と児童家庭施策の動向

1．国際家族年を迎えて
　本年1994年は，「国際家族年（International　Year

of　the　Family）」である。このr国際家族年」というの

は，1989年12月に開かれた第44会期の国連総会で決議さ

れたものであるが，その決議では，r国際年遵守のため

の主要活動は，家族が社会の自然かつ基礎的な単位であ

ることにつき政府，政策決定者及び国民に更に認識を高

めてもらうことを目的と」する，とされている1）。そし

て，「家族からはじまる小さなデモクラシー」（日本政

府）が標語として掲げられている。このr社会の核心

［である家族］にもっとも小さな〔単位の］デモクラシ

ーを築こう（Building　the　smallest　dem㏄racy　at　the

heart　of　s㏄iety）」というスローガンには，家族の中

に民主主義を確立すること，いいかえれば家族の中での

各人の自立と平等を前提とした連帯（扶け合い）が表現

されているo

　国連は，国際家族年を準備するにあたっての7つの原

則と6つの目的を定めているoその原則の第1では，

「社会は，家族がコミュニティのなかで家族の責任を完

全に果たせるように幅広い可能な保護と援助を，……実

施しなけれ擢ならない」として，家族に対する社会的支

援の必要性を，また，原則の第6では，「プログラムは，

家庭の機能そのものを代替することよりも，むしろ家庭

の機能の遂行を援助すぺきである」として，家庭機能遂

行への公的援助の必要性を，指摘している。また，原則

の第2では，「家族は，国や社会によって多様な形態や

機能がある」ので，　「国際家族年は，多様な家族の二一

ズのすぺてに応じるものでなければならない」と述ぺて

いる2〉。

　さらに，原則の第3では，「すべての個人は同等であ

り，たとえ家族内のいかなる地位にあっても，その家族

がいかなる形と条件下にあっても，個人の基本的人権と

基礎的な自由の促進を求めなければならない」とし，目

的の第1においては，「家庭のメンバー一人ひとりの権
利と義務に焦点をあてる」、ことが強調されている3）。

　このように「国際家族年」は，ただ単に家族を大切に
するとか1』家族の機能を強化するというようなことを目

ざしているのではなく，家族の中で子どもを含む家族員

一人ひとりが「一人の人間」として大切にされなければ

ならないこと，そして家族に対する社会的・公的支援が

必要であることを指摘しているといえる。

　本稿のテーマである子どもと家族の問題に限定してい

えば，このr国際家族年」の基本的な考え方は，国連
「児童の権利に関する条約」の延長線上にあり，子ども

の権利の実現と子どもを養育する責任のある親・家族に

対する公的・社会的支援（援助）の重要性を再確認して

いるといってもけっして間違いではないであろう。

　本年が「国際家族年」であることを念頭に置きつつ，

本稿では以下，日本の「児童福祉」および子どもとその

家族に対するサービス（以下「児童家庭サービス」とい

う）のあり方について考えてみたい。

　2。日本の「児童福祉」をめぐる背景的状況
　　雛，　「児童福祉」は，大きな転換期に差しかかって

　いるといえる。「児童福祉jが今大きく変わらざるをえ

　ないのには，それぞれ直接には関係のない3つの背景が

　ある。その一つは，社会福祉の制度改革という大きなう

　ねりが，否応なしに「児童福祉」の分野にも押し寄せて

　きているということである。日本の社会福祉制度は，い

　わゆる「臨調・行革」の進行にともない，大幅な変容を

　迫られている。その波がいよいよ児童福祉にも及んでき

　た。保育制度の改革が当面の焦点となっているが，いず

　れ児童福祉制度全般が姐上に上げられることになるだろ

　うoこの流れは，財政の側面（つまり財政削減）が強調

　される制度改革である。

　　しかし，それとともに，あるいはそれ以上に，．出生率

　の大幅な低下により，日本の児童p家庭政策は方向転換

　を余儀なくさせられている。日本の家族政策は，いわゆ

　る「1．57ショック」（平成元年）によってようやく

　姿を見せ始めた。合計特殊出生率の急激な低下（L57→

　1・53→L50）に，専門家㊨間では予想されてO・たにもか
　かわらず，とこ数年でやっと社会問題として浮上してき

　た（たとえば『国民生活白轡』平成4年版は，そのテー

　マを「少子社会の到来，その影響と対応」としている）。

遇政府としても・早急な対応が迫られている。子どもを生

　み育てることを促進するような環境づくりが，期待され

　ているのである。これが，第1の背景とはうまくかみ合

　わない第2の背景である。
　　第3に，これらと時を同じくして，国連では1989年に

　 「児童の権利に関する条約」　（以下，　「子どもの権利条

　約」と略称する）が採択された。政府は，表向きは，条

　約の批准により日本の政策が大きく変わることはないと

　いっているが，現実にはすでにさまざまな影響が出始め
　ている。徐々にではあっ ても，政府はその基本的な考え

　方を転換せざるをえないと思われる。

　　日本の「児童福祉」は，このような背景のもとに，明

　確な進路を定めることができずにいる。それは，いろん

　な考え方がありうるからである。だから，将来r児童福

　祉」がどういう方向に向かうかは，これからの政策決定

　にかかっているといえるであろう。

3，「子供の未来21プラン研究会報告書」の特徴
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高橋他＝1．子どもの権利を保障する児童家庭サービスのあり方

　ところで，最近になって児童家庭サービスの将来のビ

ジョンが提示された。それは，いわゆる「子供の未来2

1プラン研究会報告書」である。正確には「「たくまし

．い子供・明るい家庭・活力とやさしさに満ちた地域社会

をめざす21プラン研究会』報沓書J　a．Nい，昨年（19

93年〉の7月29日付けで公表されたものである。この研．／

究会は，厚生省児童家庭局長の私的諮問機関（研究会）
として作られたもので，一・決律に基づいた審議会ではない

が，これからの児童家庭政策の方向性を指し示そうとし

たものといえるであろう。　　／、」

　　　　　　　　　　〆r
（1）子どもの権利とウェルビーイングの視点

、われわれなりの視点からこの「報告書」の特徴を述ぺ

ると，まず第一には，子ども（「児劃）が権利の主体

であることを明確に打ち出している点を挙げることがで

きる。厚生省が積極的にかかわった研究会で，子どもの

権利擁護の視点，それも意見表明権などを踏まえて子ど

もが「権利行使の主体」であることをはっきりと承認し

たということは，画期的なことである。子どもの権利条

約が行政に対してすでに一定の影響力を及ぼし始めてい

ることの証左といえるであろう。

　また，このこととも関連するが，rウェルビーイング」

（we11－being）という新しい視点を提唱している点も，

興味深いところである。「報告書」は，国際的には，従

来の「救貧的ある いは慈恵的イメージを伴う『ウェルフ

ェア（福祉）』に代えて，『よりよく生きること』，

『自己実現の保障』という意味合いを持つ『ウェルビー

イング』という言葉が用いられつつあ」ると指摘してい

る（同報告書5－6頁）。これまでの「福祉」という概念

では，新しい政策展開がむつかしいということかもしれ
ない。

（2）児童福祉法2条の解釈の変更

次に，児童福祉法2条の解釈の変更を唱えている点も，

重要なポイントの一つである。日本の「児童福祉」は，

「報告書」自体が指摘しているように，「従来，児童の

養育は専ら家庭の責任であり，国及び地方公共団体は，

家庭の養育機能が欠けた場合にはじめて事後的に責任を

負う形で対応されてき」た（同報告轡6頁）。
　児童福祉法2条についても，厚生省はこれまで，　「児

童の福祉をはかる責任を保護者が有していることは勿論

であるが，国，地方公共団体も回慰有していることを

明らかにしたもの」と解釈し，「保護者とともに」の意

味にっいても，「まず第一に，保護者が，その責長を果

たすことが経済的な理由や理解不足でうまくゆかず，公

の機関に相談し援助をもとめた場合に，また，このよう

な理由や，自己の無閲心のために児童の健全な育成ので

きない保護者を発見した場合に一
　　たさせ　　’に　　　こと　　脚　　　一にこの

ような活動によっても児童の健全な育成のできないとき
は，保護者にかわって国や地方公共団体が直接児童の保

護に当たることを意味する」と解説してきている4）。親

あるいは保護者に対して積極的に援助をしていくという

視点が不明確であった5）。

　これに対して，児童福祉法2条は，ただ単に子どもの

養育についての親の責任を補完あるいは補充する国の責

任を定めた ものではなく，子どもの養育に対する国の社

会法的責任を明確に規定したものである，という指摘が

何度もなされている。そして，その公的責任には，「①

子どもと家族の生活保障および生活環境の整備，②家庭

内の養育に対する間接的・側面的援助」などが含まれ，

また，r国は，保護者を通じて，　『保護者とともに』子

どもの養育に、ともなう責任を遂行しなければならない」、

と主張されてきた6）。

　今回r報告書■は，　r子育てに閲する家庭と社会のパ

ートナーセップjという表題のもとに，r子育てに関し

ては，保護者（家挺）を中心としつつも，家庭のみにま．

かせることなく，国や地方自治体をはじめとする社会全

体で責任を持？て支援していくこと，言い換えれば，家

庭と社会のパートナーシップのもとに子育てを行ってい

くという視点が重要である」　（同報告書6頁〉と指摘し

ている。子育てにおける社会の責任を重視するというこ

の考え方は，児童福祉法の本来の理念でもあり，きわめ

て重要な視点だと思われる。問題は，基本的な考え方は

そうであっても，それをいかに具体化するかにある。と

くに社会の責任の大きな部分を実行に移す公的責任の内

容と範囲を明らかにすることが求められてくるであろう。

（3）子育て家庭への多様なサービスの提供

　さらにr報告書」は，「特定の価値観や家庭像を前提

にして『サービスに子供や家庭を合わせる』のではなく，

多樺な子育ての姿を認めた上で，『子供や家庭の二一ズ

にサービスを合わせる』ことが求められている」として，

「子育て家庭への多様なサービス」のあり方を具体的に

提言している（同報告書7頁）。これまでの政府の政策

提言が，暗黙のうちに一定の「価値観や家庭像」を前提

にしていたことを考えれば，これも大きな変更点といえ

るであろう。

　このように，r子供の未来21プラン研究会報告書」

は，従来の日本の児童家庭施策とは少しばかり違づた観

点からまとめられているといっても過言ではない。本報

告書には，今後の児童家庭施策，とくに児童家庭サービ

スの方向を指し示したものとして，相応の評価が与えら

れるぺきであろう。
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4．児童家庭サービスのめざすぺき方向一二つのポイ

　　ント

以上，「国際家族年」の考え方と日本の児童家庭施策

の動向について簡単に述ぺてきたが，これらの中に，こ

れからの児童家庭サービスがめざすぺき方向が，すでに

示されていると思われる。重要なポイントは，二っある。

まず第1には，子どもの権利条約が提示した「子どもの

権利保障の視点」を，日本の児童家庭サービスに積極的

に取り入れることである。日本の「児童福祉」において

はこれまで「権利を保障する」という考え方が弱かった

だけに，あらゆる努力をして，子どもの権利を実現しう

るような児童家庭サービスヘと変えていかなければなら

ないと考える。第2には，従来「児童」福祉ということ

で，親から切り離して子どもだけを保護するという発想

が強かったが，諸外国（とくに先進諸国）の経験を踏ま

えて，「子どもとその親・家族に対する公的・社会的支

援・援助の必要性」が強調されなけれぱならない。何ら

かの問題を抱えている子どもと親に対する援助のみなら

ず，予防的に子どものいる家族を支援することも必腰で

あろうし，子どものよりよい生活を保障するために一般

の子どもと家族に対する支援も重要な政策課題となって

くるだろう。親・家族を通して子どもの権利を保障する

ことも， 子どもの権利条約が締約国に求めていることな

のである。
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　らないと指摘して6る（社会福祉行政研究会編』『社∴

　会福祉法制論財政論』新日本法規出版，1964年134頁）、

　　最近の『児童福祉法の解説』では，先の下線部が，

　　「まず保護者みずからがその責任を果たすことがで

　きるよう保護者を援助し」に改められている（1991

　年「改訂」版‘39頁ン
ゲ

　　子どもの権利条約に，1その18条2項で，「締約国

　は，親及び法定保護者が子どもの養育責任を果たす

　にあたって適当な援助を与え」 なけれぱならないと

　規定しており，親がその養育貴任を遂行できるよう
　　　　　　　　　　　ペヘ　に援助を行うことも，国の重要な役割と認識されて

　いる。　　　　　　　　　　　一1
6）許斐「児童福祉の法』小林弘人編『社会福祉のため

　の法入門』　198頁。また，国・地方自治体は，「保

　護者とともに」子どもの権利保障に努めなければ，

　その責任を果たすこどはできず，保護者は，「国・

　地方自治体の諸施策実施に対して監視役となり公権

　力の独走や行き過ぎあるいは不当な介入をチェック

　するとともに，子どもの権利保障（とくに生存権お

　よび発達権の保障）を子どもに代わって要求する代

　理人としての役割を果たす」と書いたこともある

　　（許斐r児童福祉法上のr保護者』・をめぐって」

　　『児童福祉法研究』3号，児童福祉法研究会，1982

　年，64－65頁，許斐「子どもの権利条約と国内法制一

　一児童福祉法研究の課題」『新世紀への教育法学の

　課題』日本教育法学会年報20号，有斐閣，1991年，

　169頁も同旨）。

H．児童の権利に関する条約と子どもの権利保障

　先に指摘した二つの重要なポイントのうち，まず最初

にr子どもの権利の保障」について考えてみたい。すで

に述ぺたように，これからの児童家庭サービスは，子ど

もの権利を実現するという観点に立ったものでなければ

ならない。そこで，ここではいわゆる児童福祉分野にお

ける子どもの権利保障のあり方に焦点を絞って，子ども

の権利の意味と子どもの権利保障責任主体について少し

ばかり考察してみたいと思う。

1．「児童福祉」と子どもの権利
　ところで「児童福祉」とは，いったい何だろうか。ま

ずこのことから検討してみよう。

　「児童福祉」という用語が日本で公式に使われたのは，

児童福祉法の制定過程において「児童福祉法要綱案」
（1047年1月〉が作成されたのがおそらく最初であろう。

当時あえて「児童福祉」法という名称を使用しようとし

たのは，それまで使われていた「児童保護」が要保護児
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童（当時は「特殊児童」と呼ばれていた）の保護と いう．

狭い意味しかもっていないのに対し，すぺての児童を対

象とし，「次代のわが国の命運をその双肩に担う児童の

福祉を積極的に助長する」という思いが込められていた

からである1）。　 　　　　 ・　〆

　それでは，　「児童保護」に代わる∫「児童福祉」とは何 ／

か，ということになると，必ずしも明確な定義があるわ

けではない。た亡悉ぱ辻村泰男は，次のように書いてい
る。

「児童福証ということぱぼプその本来の意味は，子ど

ものしあわせということである。しかし，それから

転じて，特殊な用語としては，児童の福祉をまもる

しごと，とくに社会的な立場からこれをまもるため

の諸活動ないしは事業の体系，という意味に用いら

れることカ｛ある。」2）

　また，福田垂穂は，　『現代社会福祉事典』のなかで，・

次のようにまとめている。

　 ると説明されている5）。

　　このように，児童福祉法は成立当初から，子どもの権

　利擁護（当時は「児童の権利」といっていた）をその理

　念に掲げていた。したがって，児童福祉法の理念は，①

／あらゆる子どもが，②無差別平等に（憲法14条），③

　「健康で文化的な最低限度の生活」を保障され（憲法25

　条），またそれだけでなく④子どもとして愛護される権

　私いいかえればr心身ともに健やかに育成される」

（成長発達する〉魎を保障されることだと考えること

ができる。

2．子どもの権利とは何か、
　「児童福祉」という言葉の中には児童福祉法成立当時

からr子どもの権利の保障」という考え方が入っていた

ということを指摘したが，それでは「児童福祉」が目ざ

す子どもの権利保障とはどういうことなのだろう。ここ

では，1989年11月20日に国連で採択された子どもの権利

条約 （「児童の権利に関する条約」）6）を手がかりとし

て，子どもの権利の意味を考えてみよう7）。

「児童福祉とは，児童の身体的・ 精神的・社会的に調

和のある発達を保障し，その福祉を実現するために，

児童の保護者・地方公共団体・国・社会一般によっ

て，児童の外側から働きかける諸サービスとその目

標の総称である。」3〉

　これらの定義は，それぞれ「児童福祉」の概念をそれ

なりに説明してはいるが，必ずしもその基本的な考え方

を明解に言い表したものではない。そこで，ここrでは児

童福祉法の条文から，　「児童福祉」の基本理念を導き出

してみたい。

　児童福祉法の胃頭には，次のように書かれている。

第1条　すぺて国民は，児童が心身ともに健やかに生ま

　　れ，且つ，育成されるよう努めなければならない。

　　　すぺて児童は，ひとしくその生活を保障され，’

　　愛護されなければならない。

　児童福祉法の解説書を見ると，この児童福祉法1条は，

第2条・第3条とともに，「児童福祉の原理をうたった

基本的規定」であり，第1項は児童の育成に関する国民

の努力義務を，第2項は「児童の権利」を規定したもの
である，と解説されている4）。さらに，第1条2項は，

rすぺての児童」がr『ひとしくその生活を保障され，

愛護され』る権利を有することを宣言確認する規定であ

って」，　「両親にたいしてはもちろん，国，地方公共団

体にたいしてもその権利をもっているという意味」であ

1）子どもは「権利の主体」である

　「子どもは権利の主体である」といえば，今では多く

の人が当たり前と感じるかもしれない。しかし，少なく

とも第二次世界大戦後の新憲法制定のときまでは，子ど
もは権利の客体（たとえば，家長権や親権め客体）であ

り，何らかの社会的保護が必要な子どもも，あくまでも

「保護すぺき対象」としか見られていなかった。また，

｛般にも，子どもを親の私有物あるいは従属物と考える

風潮が強かづた（これを「私物的わが子観」と呼ぷ8））。

　これに対して，戦後の新憲法の成立とそれにともなう．

民法の改正，教育基本法，児童福祉法の制定などにより，

法の上の子ども観は大きく転換したoそれは，ひと言で

言えば，1「子どもも一個の独立した人格であり，社会的

な存在である」という子ども観である。すなわち，・子ど

もを権利の主体と捉える子ども観である。この戦後の新

しい子ども観は，1951年に制定された児童憲章に典型的

に示されている。

　児童憲章の総則は，次の3原則からなる。

①児童は，人として尊ぱれる。

②児童は，社会の一員として重んぜられる。

③児童は，よい環境のなかで育てられる。

　①は，憲法13条をうけて，子どもも一人の人間として

尊重され，その人権が保障されることを明らかにしてい

るげ裏を返せば，それ以前は，子どもは一個の人格とし

て認められていなかったことを物語っている。②は，子

どもも社会的存在であること，を表現している。いいかえ

れば，子どもはr社会の子ども」であるということであ
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る。これには，r家」制度の下で子どもたちが家長や親

に従属し，親権者の私有物のように扱われていたことへ

の反省の意味が込められている（これを，r社会的わが

子観」と呼ぷ）。③は，①②を保障するのに必要な条件

および環境の整備の必要性を述ぺている。

　しかし，こうした新しい児童観は，法の上では確立し

たものであるが，一般には未だに浸透しているとはいい

がたい。つまり，多くの大人たちが，今でも子どもを未

熟なものとして見下す子ども観から脱け出せずにいるの

である。今の親たちが，自分の子どもをr私有物である」

とかr親権の客体である」とか考えているとも思えない

が，少なくとも子どもがr親とは別個の独立した人格で

あり，社会的存在である」と明確に認識しているとはと

うてい考えられない。

2）子どもは自ら権利を行使することができる一一子ど

　もの権利条約の考え方

　児童福祉法をはじめとする日本の法律では，子どもの

権利は消極的，抽象的にしか規定されていない。したが

って，具体的に子どもにどのような権利があるのか，と

てもわかりにくい。また，子どもは権利の主体ではあっ

ても，実際には法定代理人である親を通じてそれを行使

する仕組みになっているので，ほとんどの場合自ら権利

を行使することはない。だから，子どもは，観念的に権

利の享有主体なのである。

　それに対し国連の子どもの権利条約は，より積極的に，

条項によっては具体的かつ詳細に子どもの権利を規定し

ている。もちろん，その中には，多くの「保護」を含ん

でいる。子どもは未熟であり発達途上にあることから，

適切な保護を受ける必要があるからである。しかし，条

、約では，子どもは単に保護の客体と捉えられているので

はなく，権利の主体と認識されている。さらに，条約が

日本の法律と決定的に違うのは，子ども自身が自己にか

かわるさまざまな問題を自分で考え，意見を述べ，判断

し，場合によっては権利主体として自ら権利を行使する

ことを認めている点である。

　この条約の子どもの権利の考え方の特徴としては，次

の4点をあげることができる。

①子どもの最善の利益

　何をもって「子どもの権利」とするかという判断基準

として，「子どもの最善の利益」という概念をまず第一

にあげている（3条1項ほか）。

②子どもの市民的自由

　これまで憲法などにより保障されていた精神的自由権

を，大人と同じように子どもにも認めるべきであるとし

ている（13～17条〉。

③意見衰明権

　国際文書等でもこれまで必ずしも明確ではなかった子

どもの意見表明権という考え方をあらたに明文化した
（12条）。

④発達しつつある存在としての子ども

　子どもは発達しつつある存在であるという当然のこと

ではあるが，法の概念にはなじまなかった考え方を，積

極的に取り入れている（5条，12条ほか）。

　　　　　　　　　　く3）子どもの市民的自由i
　子どもの権利条約の13条から正7条にかけては，子ども

の市民的自由を保障している。これらの条項を簡単に見

ておこう。　　　　　　　　　＼
　条約13条は，子どもの表現の自由を保障したものであ

る。ここでは，自分の考えや情報を単に伝える自由だけ

でなく，それらを「求め，受ける」自由を，いいかえれ

ば「知る権利」をも保障している点が注目される。日本

国憲法も，その21条で表現の自由を保障しているが，こ

れまで子どもはその権利の行使主体であるとは考えられ

ていなかった。だから，学校や施設などでは，何の疑問

もなく子どもの表現の自由が制限されてきた。この条約

では，子どもにも，大人と同じように表現の自由を保障

しなければならないとしている。児童福祉施設などで子

どもの表現の自由をいかに保障していくかは，今後の重

要な課題である。施設のあり方が基本的に問い直される

ことになろう。

　条約14条は，子どもの思想，良心，宗教の自由を保障
している。 この条項に閲しては，親などの指示・指導権

が認められているoとくに民間の児童福祉施設において，

宗教の自由への配慮が必要となるであろう。

　条約15条は，子どもの結社の自由と，平和的な集会の

自由を保障している。これは，条約が子どもを「自ら権

利を行使する存在である」と捉えているもっとも特徴的

な条項だといえるかも しれない。これからは，学校や施

設で，子どもたちの自主的な集会や 自治会づくりをどの

ように認めていくのか，大人たちには気の重いテーマと

なるであろう。

　条約16条は，子どものプライバシー権を保障しているo

現在日本では，児童福祉施設の居住条件そのものが，子

どものプライバシー権を保障しえないものとなっている。

また，通信の秘密なども守られていない。要保護児童を

権利の主体とは考えてこなかった日本の「児童福祉』 が，

今発想の転換を求められている。

　条約17条は，子どもがマスメディアなどの情報ヘアク

セスすることを保障している。

4）子どもの意見表明権の保障

　さて，12条に戻って，子どもの意見表明権について考

えてみたいQ条約12条1項は，最初に，「締約国は，自
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己の見解をまとめる力のある子どもに対して，その子ど

もに影響を与えるすぺての事柄について， 自由に自己の

見解を表明する権利を保障する。」と規定している。①

この条項の権利主体は，「自己の見解をまとめる力のあ

る子ども」であるが，これは必ずしも高度の能力を要求

していると解釈する必要はない。自分の考えや要求（欲

求），場合によっては自分の思いを，自分なりに発理し

て，なんらかの表現で（必ずしも言葉でなくてもよい）

他者に対して伝えることができれば，十分この条項の権

利主体であるといえるであろう。したがって，かなり低

隼齢の子どもが想定されていると考えられる。②次に，

「その子どもに影響を与えるすぺての事柄についてjと

なっているから，子どもに関係のあるあらゆる問題に関

して，．③「自由に自己の見解を表明する権利」，いいか

えれば自分の思いや考え，意見などをどんなときにでも

自由に述ぺたり，言い表したりする権利が保障されなけ

ればならない。

　この表明された子どもの考えや意見は，当然尊重され

なければならないし，相応の配慮が払われなければなら

ないが，常に子どもの「いいなりになるぺきだ」と条約

が考えているわけではない。条約は，④rその際，子ど

もの見解が，その年齢および成熟に従い，正当1こ重視さ

れる。」といっているから，子どもの年齢とその子ども

の成熟の度合いを考慮に入れて，子どもの考えや意見を

取り入れるぺきだとしているのである。たとえば，16歳

とか17歳の高年齢の子どもについては，少々の失敗があ

るとしても，本人の判断を尊重して思いどおりにやらせ

る方がいい場合が多いと思われる。しかし，4歳とか5

歳の子どもについては，本人の考えは聞くけれども，ほ

とんどの事柄に関して大人（多くの場合親）が決定をす

ることになるだろう。それでも，本人の意見は聞くぺき

なのである。どちらにしても最終的には，大人たちが

「子どもの最善の利益」を判断することになる。ただ，

子どもの意見をよく聞いて，それを尊重しながら，子ど

もにとっての「最善の利益」を決定しなけれぱならない。

そのためには，複数の大入埜が判断をし，それを調整

することが必要になってくる。今後そのようなシステム

が確立されなければならない。

　ときどき「子どもの意見を聞いていると，児童福祉施

設に入所させることは困難になるのではないか，とくに

教護院に入ることを納得する子どもはいないのではない

か」という意見に出会うが，はたしてそうであろうか。

現在施設が抱えている問題はたしかに多く，解決すべき

課題は山積している。しかし，意見表明権の意味に限定

して述べるとすれば，子ども本人が「いやだ」といって

も，児童相談所の専門的な判断で施設入所措置を採るこ

とは当然ありうると考えられる。重要なのは，その過程

（プロセス）なのである。現在のように，本人がまった

く知らないうちに入所措置が決まるというのはおかしい

のであって，本人に親や家庭の状況，一複数の施設の情報

などをよく知らせたうえで，できる限り本人が理解し、

納得するように説明しなければならないだろう。年齢に

よっても違うが，最大限の努力を払って説得する必要が

ある。そして，最終的には本人が拒否しても，児童相談

所がどうしても施設入所が必要だと考えるのであれば，

やむを得ず施設入所措置を採ることも当然ありうると思

われる。ただし， その際，・子ども本人や親の不服申し立

て権の保障と措置の定期的な見直し（条約25条）が行わ

れなければならないことは，いうまでもない（現行法で

はそういうシステムはないが）6児童福祉司などが時間

をかけて本人を説得する努力を続ければ，多くの子ども

はそれなりに了解すると想像される。とても大変な手間

を要するが，子どもの権利を保障するということは，そ

ういうことなのである。

　なお，同条第2項は，　「この目的のため，子どもは，

とくに，国内法の手続規則と一致する方法で，自己に影

響を与えるいかなる司法的および行政的手続においても，

直接的にまたは代理人もしくは適当な団体を通じて聴聞

される機会を与えられる。」と規定している。子どもの

意見表明権を，手続的権利としてはっきり位置づけてい

るのであるo子どもは，あらゆる司法的・行政的手続に
おいて，直接意見を述べる機会を保障されるだけでなく，

代理人あるいは代弁機関を通じて自己の意見を主張し、周

知させる権利をもっている。子どもからの聴聞の具体的

な基準や手続きについて絃，国内法とその運用に委ねら

れることになるが， 国際的には，少なくとも「子どもの

表明した意見を重視することによってはじめて，子ども

の最善の利益を図ることができる」との合意が成立して

いることを，理解しておく必要がある。

5）子どもの権利を保障するために

　このように条約は，子ども自身の判断と意見を尊重す

るという考え方に立っている。そのためには，まず，自

分なりに考えて判断できる子どもの育成が求められる。

18歳になれば，大人として自己決定をしなけれぱならな

いのであるから，その準備過程として，子どもに自ら決

定をしたり，選択する機会をたくさん用慧する必要があ

る。子どもが自ら判断をするということは，失敗する可

能性もあるということであるが，子どもには過ちを繰り

返しながら成長する権利があるのである。他人の人権を

侵害するような過ちは論外であるが，そうでない限り，

子どもは失敗しても十分立ち直るだけの力と可塑性を持

っている。大人は，長い目で子どもの成長を見守 るべき

であろうd今の子どもたちには，あまりにもそういう機
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会が少なすぎると思われる・とくに，r児童福祉」の対

象となる子どもたちには，もっと自分で考えたり，何か

を選択する場を提供すべきである。これからの「児童福

祉」の課題の一つといえるであろう。

　また，子どもには権利があるのだから，自分の権利は

自分で勝手に行使しなさい，という態度も正しくない。

子どもは発達の途上にあるのだから，子どもが自分で自

分の権利を行使できるようになるまで， 大人が措導・援

助する責任がある。いいかえれぱ，子どもが権利を行使

するにあたっては，大人の助言と援助が必要なのである。

条約の5条と14条が，親などの指示・指導権を認めてい

るのは，このためである。また，親だけでなく，ソーシ

ャルワーカーや施設の職員なども，適切な助言と援助を

行うことを期待される。子ども自身が自らの権利を適切

に行使できるように導くことが，大人の責任なのである。

　これまで日本では，子どもは未熟な存在なので，大人

（親）が子どもを保護することが当然とされ，そのため，

子どもは常に受け身の立場に立されていた。いいかえれ

ば，子どもは大人に管理・支配され，自ら判断し，行動

する自由を阻害されてきたのである。しかし，「児童福

祉」が，「児童を心身ともに健やかに育成」し，それと

ともに「将来の主権者たる国民」へと導くことを目的と

しているのならば，その運用に際して，より積極的に子

どもの意見を尊重し，自分の頭で考え判断する能力を引

き出す努力が必要となる。これからの時代には，自分な

りに責任をもって行動し，自己決定できるような子ども

を育てることが，求められてくるのである。これからの

児童家庭サービスの最大の課題が，この点にあるといっ

ても過言ではないだろう。

3　誰が子どもの権利を保障するのカー子どもの権利

保障の責任主体

1〉子どもを養育する親の法的責任

（1）「子どもの養育」の性格

　前に子どもは親の私有物ではなく，社会的存在である

といった。それでは，親にとって，また社会にとって子

どもとはどういう存在であるのか。子どもの権利を保障

する責任主体を明確にするためには，この点について少

し考えてみる必要があるようだ。

　「子ども」という存在をどう見るのかについて，山根

常男は次のように明解に整理している。

「子どもを生んで育てる両親にとって，あるいは他人

の生んだ子どもを育てる責任を社会的に負わされた，

あるいは認められた人にとって，子どもは『私』あ

るいは『私たち』の子であり，その意味において私

的移在である。しかし一方において，子どもはまた

成人した暁には， 来たるぺき社会を担う『次の世代』

であり，その意味において社会的存在である。……

［中略］　子どもの私的存在としての性格と社会的

存在としての性格とは，いずれも否定されてはなら

ないし，またそのどちらかに偏ってもいけない。必

要なことはこの相矛盾する両者の弁証法的統一であ
る。 そしてこの統一は個人主義を媒介としてのみ可

能である。子どもは人格をもつ存在として，子ども

自身また親にとっても私的存在であると同時に社会

的存在なのである。」9）

　子どもは私的存在であると同時に社会的存在でもある。

一言われてみればまことに当たり前のことではあるが，

なかなか言えないことである。そうだとすれぱ，子育て

（子どもの養育）は「単なる私的な仕事ではなく，社会

の次の世代を育てるいう社会的な仕事」であって，「社

会的責任を伴う重要な仕事」である10）。そうだとすれば，

山根がいうように，「育児の責任」，つまり子どもを養

育する責任は，r家族に存すると同時に社会に存する」

といえるであろう11）。

（2）子どもを養育する法的責任主体

　それでは，子どもの養育は実際には誰が行うのがふさ

わしいのか。また，その責任は誰にあると考えればよい

のであろうか。

　①まず第一に，．子どもが社会的存在であるとすれば，

子どもを養育する責任の一端は間違いなく「社会」にあ

るといえる。少なくとも児童福祉の観点からいえば，こ

れが出発点である。児童福祉法は，その第1条で「すぺ

て国民は，児童が心身ともに健やかに生まれ，かっ育成

されるように努めなければならない」として，子どもの

育成についての「社会の貨任」を宣言しているoもっと

もこの規定は，国民の道義的責任を理念的に定めたもの

で，実際的ではない。しかし，理念としてはきわめて重

要なものであるといわなければならない。

　子どもを養育する社会法上の責任主体については，児

童福祉法は次のように規定している。

　第2条　国及び地方公共団体は，児童Φ保護者ととも

　　　に，児童を心身ともに健やかに育成する責任を

　　　負う。
　この規定は，子どもを育成する国・地方自治体および

保護者の責任を定めたもので， 第1条に比ぺれば責任の
主体がより具体的になっている。 しかし，養育の責任に

ついてはまだ抽象的・理念的で，実際に子どもを養育す
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る責任が誰にあるかという直接的な養育の責任を定めた

ものではないo

　②子どもを具体的に養育する責任あるいは義務につい

ては民法が私法上の義務として定めている。すなわち，

親権（民法818条以下）および扶養（同877条以下）で
ある。

　民法は，人類の歴史と社会的な実態を前提にして，子

どもを養育する責任を課すのにふさわしい者として，ま

ず最初に実親（生物学上の親）をあげている6しかしこ

れは「とりあえず」である。多くの場合には，それが子

どもにとってr最善の利益」の確保につながると一応は

言いうるのである。

　こうしたことは，民法学では「保護の分配」として理

解されている。すなわち要保護者である子どもの要保護

性を補完する責任をさしあたり血縁関係にある親に分配

するのである12）。

③しかし，実親（場合によっては養親）が子どもの養育

を担当するのが適当であると推定されるのは第一次的に

であって，それが子どもの権利に明らかに反するときあ

るいは反する恐れがあるときには，社会の関与が始まる。

たとえば親が子どもを虐待あるいは遺棄・放置している

ときなど，また，両親が離婚するときなどである。こう

した場合に社会が介入するのは，まさに「社会の貢任」

の発動である。子どもの権利を保障するという目的のた

めに社会が介入するのである。

2）子どもの権利条約における親の責任

　子どもの権利条約は，子どもの権利を保障する責任主

体についてはどう考えているのだろうか。この条約は，

「条約」であるので，当然のことながら「国」を法的に

拘束するものである。したがって，子どもの権利を保障

する主たる責任主体として国を位置づけ，ほとんどの条

文が国の責任を定めているすしかし，それと同時にこの

条約では，「親」の権利と責任も強調されている。まず

最初にこの点を指摘しておき痙い。

（1）親の第一次的責任の意味

　この条約では，親の権利と責任はどのように規定され

ているのだろうか。

　二まず，第18条1項は，両親が「子どもの養育および発

達に対する共通の責任を有するξいう原則」を定めた

（第1文）後に，「親または場合によって法定保護者は，

子どもの養育および発達に対する第一次的責任を有する」

と規定している（第2文）。ここで「第一次的責任」と

いう場合，子どもを養育する責任は第一次的にはすぺて

全面的に親が引き受けるぺきであり，親の責任は常に国

の責任に優先するといっているのではない。これは，子

どもの養育と発達については，親がさしあたりまず最初

に責任をもつ主体であるという趣旨であって，その親の

責任とそれにともなう親の権利に対しては，国も第三者

も介入したり，干渉したりすることは原則として許され

ないという意味を含んでいるのである。すでに述ぺたよ

うに，国は子どもの権利を保障するもっとも重要な責任

主体であるが，国はこのような親の貰任に優先的に配慮

をし，またそれを最大限に尊重しなけれぱならないので
ある。

　ただ，親に第一次的責任があるからといって，子ども

の養育の内容が親の恣意に全面的に委ねられるわけでは

ない。第18条1項第3文は，「子どもの最善の利益が，

親または法定保護者の基本的関心となるjと規定し，親

による養育の指導原理が「子どもの最善の利益」にある

ことを明らかにしている。したがって，親の「子どもの

養育および発達に対する第一次的責任」とは，子どもの

権利を擁護する責任にほかならない。

　また，第9条1項は，「締約国は，子どもが親の意思

に反して親から分離されないことを確保する」として，

親子不分離の原則を定めている。これは，子どもはその

親によって養育されることが多くの場合もっともその最

善の利益に適うと推定されるので， 基本的には子どもは

親から引き離されるぺきではないという考え方に立って

いる。この原則は，子どもの親によって養育される権利

（7条）とアイデンティティを保全する権利（8条）に

基礎づけられる。この規定によっても，国は原則として

親子関係に介入すぺきではないということになる。

（2）親の責任と国の責任との関係

　それでは，国の責任との関係で，親の責任をどう考え

ればよいのだろうか。国一親一子どもの三者の関係にか

かわる規定を見ておこう。

・第5条では，「締約国は，親…（中略）…が，この条

約において認められる権利を子どもが行使するにあたっ

て，子どもの能力の発達と一致する方法で適当な指示お

よび指導を行う責任，権利および義務を尊重する」と規

定している。この条文は，基本的には親の子どもに対す

る指示指導権を定めたものであり，国は親が行う指示指

導の権利と責任を尊重しなければならないとしている。

ただし，親の権利が一般的に承認されているのではなく，

あくまでも①子どもがその権利を行使するに際して，②

子どもの発達しつつある能力と適合するような方法でな

される，③適切な指示および指導に限られる。二

　条約の第3条2項は，r締約国は，’親， 法定保護者ま

たは子どもに法的な責任を負う他の者の権利および義務
を考慮しつつ， 子どもに対してそのウェルビーイング
（we11－being）に必要な保護およびケアを確保すること
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を約束し，この目的のために，あらゆる適当な立法上お

よび行政上の措置をとる」として，子どものウェルビー

イングに必要な保護とケアを確保する国の責任を定めて

いる。したがって，国がその責任を遂行するにあたって

は，親の権利と義務に配慮を払わなければならないこと，

いいかえれぱ，親の権利と義務が無視されてはならない

こと，を述べている。

3）子どもの権利を保障する国の責任
　国は，このように，子どもの権利の保障にあたっては，

親の権利と責任を考慮に入れなければならない。しかし，

だからといって，国の責任が免除ないし軽減されるわけ

ではない。国は，子どもの権利を保障する責任主体とし

て，重要な役割を担っているのである。

（1）親の養育責任を援助すぺき国の責任

　子どもの権利条約18条が親の第一次的責任を規定して

いることはすでに述ぺたが，条約の趣旨からいえば，

「締約国は，親および法定保護者が子どもの養育責任を

果たすにあたって適当な援助を与え，かつ，子どものケ

ァのための機関，施設およびサービスの発展を確保するj

とした点（同2項）が重要である。というのも、親がそ

の責任を果たさないときにだけ国の責任が生じるのでは

なく，親が養育責任を遂行できるように積極的に援助す

ることも国の責任である，と指摘しているからである。

　かつての児童福祉法の解説書では，児童福祉法2条の

「保護者とともに」は，一つには「保護者にたいして指

導と助言または援助をあたえて，保護者がみずからその

責任を十分果たすよう保護者に働きかけることを意味」

すると書かれていた13）。このような国の責任は，従来日

本ではあまり強調されることはなかった。しかし，最近

になって出生率の低下が見られるようになり， 家庭支援

対策が積極的に唱えられるようになった。条約の趣旨に

照らして，国の責任のあり方が問い直される必要がある。

（2）親に代わって直接子どもを保護する責任

　親がどうしても養育責任を果たすことができない場合，

あるいは家族環境に何らかの問題を抱えており，そのた

め子どもの権利が侵害されているような場合には，国は

子どもの権利を保障するために親に代わって直接保護を

行い，援助を与える責任がある。

　たとえば，①何らかの理由で「家族という環境」を失

った子ども，また②家族のもとにとどまることが子ども

の最善の利益に反するような子どもは，r国によって与

えられる特別な保護および援助を受ける」権利をもって

いる（20条1項）oそのような子どもに対しては，里親

委託，養子縁組，そして児童福祉施設での養護といった

代替的養育のシステムが用意されなけれぱならない（同

2項・3項第1文〉。

（3）親の意思に反する親と子の分離

　親が子どもの人権を侵害している場合には，国は親子

閲係に介入してまで，子どもの権利を擁護する責任があ

る。この重要な国の責務は，親の権利を制約することに

なるため，これまで日本では積極的には論じられてこな

かったoそのため，明らかに子どもの人権が侵害されて

いる場合でも，国（行政機関も司法機関も〉が親子関係

に介入することがきわめて困難な実情にある。

　この点について条約は，次のような規定を置いている。

すなわち，第9条1項は，親子不分離の原則を述べた後

で，「権限ある機関が司法審査に服することを条件とし

て，適用可能な法律および手続に従い，このような分離

が子どもの最善の利益のために必要であると決定する場

合」には，子どもは親の意思に反しても親から分離され

るとしている。つまり，親がその子どもを虐待・放任し

ているような場合などには，国は例外的に親子関係に介

入して，親と子を分離することができるというのである。

親子の強制的分離は，親と子の権利を同時に脅かしかね

ないような危険性をもっているので，適正手続の保障の

下に行われなければならない。

［註］

1）中央社会事業委員会答申，1947年1月25日（松崎芳伸
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　　に，再構成したものである0

8）全国社会福祉協議会・児童家庭福祉懇談会r提言・

　あらたな『児童家庭福祉』の推進をめざして」平成

　元年2月16日（全国社会福祉協議会，1989年）参照。

9）山根常男『家族と人格一一圧家族の力動理論を目指し
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10）同上書167頁。

11）同上書182頁。
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　は沼r家族の基本構造』三和書房，1984年，8頁以

　下，参照。

13）高田前掲書20頁。

皿．児童と家族に対する公的支援・援助システムの課題

　すでに述ぺたように，これまで日本の児童福祉の責任

主体論においては，親の責任を第一次的なものとし，国

の責任を副次的あるいは補完的なものと捉える見解，つ

まり，親がその責任を果たさないときに塑国が副次的

に責任を負うという考え方が一般的であった。しかし，

このことを明示したとされる児童福祉法2条は，本来憲

法25条を受けて国の責任を明確にしたものである。そこ

に「保護者とともに」 という文言が挿入されているのは，

子どもの権利条約の構造からも類推されるとおり，国は

その責任を，「保護者とともにJ，つまり保護者を通じ

てヂあるいはまた保護者と相協力して（つまり，パート

ナーとして）遂行しなけれぱならないということである。

ここでいう国の責任とは，副次的なものでもなければ，

塾補完的なものだけをいっているのでもないのである
14）。

　それでは，児童福祉法2条にいう国の責任，いいかえ

れぱ子育てを支援（援助）する公的責任とは何だろうか。

それには，次のようなものが含まれると考えられる。

①子どもと家族の生活保障および生活環境の整備（所得

　保障，保健・医療保障，住宅対策，遊び場の確保など〉

　→A
②家庭内での養育に対する側面的あるいは聞接的支援・

　援助（養育相談，トリートメントなど）→B・B一

③家庭での養育を補完し、ある いは代替するサービスを

　提供するための制度・施策の整備（保育所・障害児通

　園施設等のデイケアサービスの整備，養護施設等の入

　所施設の整備，在宅ケアの推進など）→C

④さ らに，親が子どもの人権を侵害している場合などに

　は，公権力によって親権を制限することもある。

→D　・D’

それぞれについて，解説を加える。

①子どもを養育する家庭の条件整備

A．子どもとその家族の生活保障および生活環境の整備

　子どもと子どものいる家族に対する生活保障としては，

所得保障の諸制度が重要である。とくに子どもを養育し

ている者に対する児童手当諸制度および優遇税制などを

広く利用できるよう にすることが望まれる。もちろん公

的扶助制度も，子どもの権利を実現するものでなくては

ならない。国には，それらの制度を整傭する責任がある。

また，保健・医療保障の拡充，子どもの権利を視野に入

れた住宅対策，遊び場の確保なども，これからの課題と

なる。

　これらは，親（家族〉が子どもを養育するための条件

および環境の整備であり，養育の内容には直接はまった

くかかわらないことである。憲法25条および子どもの権

利条約を具体化するために，積極的な施策が講じられる

必要がある。とくに，子どもの養育にかかる費用をすぺ

て親（家族）に負担させるのではなく，かなりの部分を

公費負担によることが，今後のあるべき方向だと考えら

れる（子育てに関する社会保険制度の新設なども，今後

検討されてよい）。将来の社会の担い手である子どもの

養育については，社会全体が応分の負担をすべきである

との社会的合意が形成されることが望まれる。

②子どもの養育についての親・家族に対する公的支援・

　援助

B．家庭内での養育に対する公的支援
　子育てに閲しては，とくに深刻な問題を抱えていなく

ても，なんらかの社会的サポート（「支援」）が必要な

ことは，すでに述べてきたとおりである。親・家族が困

難に遭遇したときに，早期にそして気軽に相談できる社

会的システムが用意されなければならない（養育相談・

指導，ファミリーソーシャルワークなどが考えら1れる）。

　ただし，これは養育の内容にかかわることであるので，

親の側の支援の申し出を受けて始められるものでなけれ

ばならない。養育内容への公権的介入になってはならず，

養育への側面的あるいは間接的支援にとどまるべきであ
る。

　また，サービス提供を周知させるために，積極的な広

報活動が必要であり，またサービスを受給する可能性の

ある者に対しては，個別的な情報提供が重要となる。

　なお，養育支援サービスについては，いつでも気軽に

サービスを受けられるように無料の公的サービスが用意

されるぺきであるが，それだけではなく民間による多様

な有料のサービスも提供され，サービス利用者が多くの
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メニューの中から主体的に選択できるようにすることが
望まれる。

B’．家庭内での養育に対する公的援助

　子どもの養育になんらかの支障が生じ，子どもの人権

が侵害される恐れがある場合には，親の意思にかかわら

ず一したがって親の自発的な意思を待たずに一，家庭内

での養育に対するソーシャルワーク的「援助」が開始さ

れる必腰がある（専門的養育相談・指導， ファミリーソ

ーシャルワーク，トリートメントなど）

　相談援助は，本来クライエントの自発的な意思によっ

て開始されるのが原則であるが，親子関係の問題につい

てはその原則が適用されない場合も想定される。 たとえ

ば，そのままにしておくといずれ子どもの人権が侵害さ

れる蓋然性が高い場合（現に人権が侵害されているが確

証がない場合，また人権侵害の程度が弱い場合，なども

含まれる）には，子どもの人権保障（子どもの最善の利

益の確保）を目的として，公的機関が親子関係に関与す

ることもありうる（人権侵害についての判断は，とりあ

えず当該公的機関が行うことになる）。しかし，養直内

一上ような配慮が必要である。
ここでも，養育への側面的あるいは問接的援助に限られ
る。

　この場合，事後的に，子どもの代弁者（子どもの権利

擁護者）とチェック機関が確保され，親（場合によって

は子ども自身）の不服申し立てを受け止めるシステムが

必要となる。

　なお，現に子どもの人権が明らかに侵害されている場

合は，親子分離をしたうえで，ソーシャルワーク・治療

等を強制的に受けさせることもありうる（→D）。

③養育の補完・代替サービス

C。家庭での養育を補完し，あるいは代替するサービス

を提供するための制度・施策の整備（保育所・障害児通

園施設等のデイケアサービスの整備，養護施設等の入所

施設の整備，在宅ケアの推進など）

　何らかの理由で家庭での養育を補完し，あるいは代替

する必要がある場合があるので，国はそのようなサービ

スを提供するために，制度，施策，施設の整備・拡充を

図らなければならない。ただし，これらの場合には，養

育の内容に対する干渉・ 介入になるので，それぞれの場

合において厳密な手続きの保障とチェック機能が確保さ

れなければならない。また，国は直接子どもを養育・保

護することはできる限り避け，養育の内容にかかわるこ

とは民間団体（社会福祉法人）や場合によっては地方自

治体に委ねることが望ましいといえる。国の主たる責任

は，あくまでもサービス提供のための制度・施策等の整

備を図ることにある。

　これには，次の二つがある。

（a）親による養育だけでは完全には子どものウェルビー

イングが図られないときに，親の養育を補完する場合

　特別な問題を抱えているわけではないが，親の職業上

の理由により24時間養育することができないとき（たと

えば、両親がともに働いている場合の保育サ」ビスの利

用），また，専門的知識がないために十分な養育ができ

ないときに（障害児の場合の通園施設の利用など〉，公

的なサービスを利用する必要があることがあるo

　利用の開始の仕方としては，（ア〉利用契約よる場合，

（イ）親の申請を受けて措置（行政処分〉により利用を開

始する場合，（ウ〉行政の側の働きかけにより親の同意を

得て措置を行う場合，が考えられる。さらに，今後は，

（エ）子ども自身の申し出により開始することも考えられ

てよい。

（b）何らかの理由で親が養育できないときに，親の同意

を得て，親の養育を猛賛する場合

　何らかの理由でどうしても親が子どもを養育できない

ときに，また，家庭での養育に問題がある場合に，親の

申請により，あるいは同意を得て，親の養育を憧する
場合がある（乳児院，養護施設障害児施設等への入所，

里親委託など）。

　この場合にも，利用の開始の仕方としては，上記と同
様に，（ア）、（イ）、（ウ）、（エ）の4種類が考えられる。今後は，

（ウ）、（エ）のウェイトが高まることが予想されるoとくに，

子ども自身による保護の申し出をどう受け止あて行く・か

が，課題となるo

　なお，　（a）は上記のBに対応し， 支援的養育（補完）、

サービスが中心となろう。これに対して，（b）は上記のB

一に対応し，援助的養育（代替）サービスが中心となる占

しかし，短期的な理由などで支援的代替サービスを利用

することもあるし（ショートステイなど），家庭の状況

によっては援助的補完サービスを利用することも考えら

れる（援助が必要な子どもを保育所等で保育しながら，

親に対する援助を行ったり，子どもを乳児院，養護施設

などで一定の時間だけ養育し，親に対する援助を行った

りすることもありうる）。

④親子の分離と親権の制限

D．子どもの人権を擁護するために，親の親権を制限し
　て国が直接子どもを保護する

　現に明らかに子どもの人権が侵害されている場合には，

子どもの人権を擁護するために，親の意思に反しても，

国（行政）は直接子どもを保護する必要がある。親子を

強制的に分離して，（a）親の獲育を盤する一乳児院，

養護施設，障害児施設等への入所，1里親委託など一とと

一88一



高橋他：1，子どもの権利を保障する児童家庭サービスのあり方

もに，場合によっては親の治療（トリートメント）を行

うことも考えられる。また，（b）親子を分離せずに，親

の意思に反して強制的に施設・機関等へ通わせることに

よって，親と子どもに対する援助を行うこともありうる

だろう。しかし，どちらにしても，親権の制限となるの

で，家庭裁判所の審判が必要となる（ただし，現行法で

は，このような制度はない）。

　立法論としては，家庭裁判所の審判により親権の一時

停止を行なったうえで，親権の職務代行者または後見人

を選任して，（a）あるいは（b〉の措置をとることとし，一

時停止の解除についても家庭裁判所の審判が必要とすぺ

きだと考える。また，定期的に（たとえば6か月おきに〉

この措置を見直すための定期的審査（観察）が家庭裁判

所もかかわって行われるべきであろう。子どもの権利を

擁護するためには，一貫して子どもの代弁者となる者が，

できれば複数必要である（弁護士・ソーシャルワーカr
・その他の者〉。

①国は，親の権利と責任を尊重しながら，子どもの権利

を実現するための政策や諸施策を実施すぺきである，②

親がその養育責任を果たせるように積極的に支援（援助）

することも重要な国の責任である，③親がその養育責任

を果たせないときには国は直接子どもの権利を擁護する

責任がある，という条約の基本理念を，これからの日本

の児童家庭サービスの展開に反映させることが，今後の

もっとも重要な課題となろう。

　本研究は，平成5年度厚生科学研究費による家庭・出

生問題総合調査研究「家庭機能に閲する研究：家庭養育

機能及び家庭に対する社会的・公的支援に関する研究」

（主任研究者・網野茸博，分担研究者・高橋重宏）の一

環として行ったものである。

D’，親権の剥奪一

　上記Dのような措置を採って，その後相当期間にわた

って観察と定期的審査を繰り返しでもなお改善がみられ

ない場合には，家庭裁判所が親の親権を剥奪して，親子

を永久的分離することも，可能性としてはありうる。も

ちろんきわめて稀なケースとなるぺきであるが，そのよ

うな制度も用意しておくべきであろう。この場合には，

同時に養子縁組がなされない以上，後見が開始しなけれ

ぱならない。また，代替的養育家庭（あるいは児童福祉

施設）が確保されなければならない。

　現行の民法，児童福祉法では，DとD’の区別がはっ

きりしていないので，整理する必要があると思われる。

　以上，児童福祉法2条にいう公的責任の範囲を，現行

法にこだわらずに仮説的に構想してみた。このような整

理で十分とは思えないが，国（公）がどこまで子育てに

介入できるのかを検討する素材は提供できたのではない

かと思う。今後は，国（公）が介入してはならない領域

あるいは限界をより明確にすることが求められよう。子

どもの権利条約を手がかりとして，公的責任の範囲を確

定する努力をすぺきだと考える。

　今日の日本の児童家庭施策の潮流の中には，r国際家

族年」の考え方とは違って，必要以上に家庭責任を強調

し，その反面で国の責任を曖昧にするような主張も見受

けられる。児童家庭サービスにおける国の責任を明確に

するためにも，子どもの権利条約の基本的な考え方を正

しく受け止める必要がある。子どもが児童家庭サービス

の第一次的な「主人公」であることを認識したうえで，
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